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多様な居住ニーズに対応

（公財）日本賃貸住宅管理協会 常務理事
あんしん居住研究会 会長

2023.8.1

外国人・高齢者への入居拒否解消
への取組み
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日本全国に2,303社(2023.3月時点) 管理受託総戸数は約850万戸 

 委託管理戸数のシェア約７２％(賃貸住宅の約５５％）

【委員会】
研修委員会
レディース委員会

【研究会】

 あんしん居住研究会
賃貸管理研究会

相続支援研究会

【協議会】

 日管協総合研究所協議会
サブリース事業者協議会

家賃債務保証事業者協議会

社宅代行サービス事業者協議会

 IT・シェアリング推進事業者協議会

【その他】

全国支部長会

公益財団法人日本賃貸住宅管理協会
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●あんしん居住研究会

外国人入居促進研究会は、2000年に日本賃貸住宅管理協会内に設立され、運用ルールや
マニュアルを作成し、その結果を分析して会員に有益な情報を提供してきました。

主な成果としては、「外国人入居支援BOOK」やシンポジウム、そして「外国人居住安定化のガ
イドライン」を作成し、これらを通じて大家さんや不動産業者が外国人との賃貸借業務を円滑に
進められるようサポートしています。

その他、外国人に対する理解と外国人向けビジネスを促進するための仕組みとして「留学生
インターンシップ制度」や「住生活アドバドバイザー制度」なども行ってまいりました。

●家賃債務保証事業者協議会

住宅確保要配慮者の入居促進等を支援し、広く家賃債務保証業の必要性を啓蒙。
家賃債務保証業者の視点から居住支援促進を調査・研究し、居住支援協議会と連携
し、入居者の安全確保に努めています。

昨年度から「居住支援のありかた」を研究テーマに取り上げ進めています。

●全国支部長会

増える空き家と高齢化が大きな問題となるなか、賃貸管理業者がしなければいけな
こと、出来ることを、地域の様々な問題やニーズに合わせ検討中。

公益財団法人日本賃貸住宅管理協会
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外国人居住者受け入れの取組み（from2020)

【外国人賃貸ニーズが高まる】
  ❶グローバル化の進行
➋アジア圏の経済成長
❸インバウンドの増加
❹難民と移住
❺技術の進歩
❻法律と規制の変化
❼都市化の進行
❽ディアスポラの増加（故郷から世界各地に散らばって生
活する特定の民族や文化的集団）

❾教育機会
❿社会的受容性の増加     

    
 

【外国人が部屋を貸してもらえない】
 ❶言語の壁
➋文化の違い（生活習慣の違い）
❸不安定な雇用状況             

❹連帯保証人の問題
❺差別とステレオタイプ
❻法的な制限（外国人差別を禁じる法律、在留資格

 期間が短い、賃貸借契約書が日本語）
   ❼家主の不安
   ❽資金調達の問題（初期費用）

❾不適切な情報

❿適切な物件の不足

                                             どうしたらいいの？
                          誰か教えて

「外国人に部屋を貸しにくい」を
無くす！

❶言語サポート

➋文化教育の推進

❸法的保護の強化

❹家賃債務保証制度

❺情報提供の改善

❻家主への補助金

❼誤解の解消

❽多文化共生の推進

❾初期費用の軽減

❿住宅供給の増加

そこで
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部屋探しのガイドブック

1.入居理解を得る・・  ●『外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン』（14ヵ国語）

2.言葉の問題・・・     ●14ヵ国語に対応した『部屋探しのガイドブック』

3.生活習慣の違い・・・   ●外国人住まい方ガイドDVD（14ヵ国語）

4.契約の違い（翻訳）・・・ ●外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン

入居前～退去まで
解決ツール（外国人賃貸３点セット）

家主＆不動産業者向け
ガイドライン

外国人住まい方ガイド
5

外国人の居住支援ツール



5.外国人スタッフの養成   ●『留学生インターンシップ制度』

6．セミナーの開催  ●会員向けだけでなく国以内外で開催

7. 各種ツール ●『外国語対応ステッカー』

8．実態調査    ●アンケート調査、外国人居住地域の実態調査など

9．協力店一覧  ●外国語が話せる不動産産店一覧

6

外国人入居支援＆ツール
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高齢者・障がい者などの居住者受け入れ取組み

【高齢者の賃貸ニーズが高まる】
  ❶高齢社会の進行
➋単身世帯の増加
❸維持管理の困難性
❹介護・医療サービスへのアクセス
❺遺族への負担軽減
❻生活スタイルの多様性
❼金銭的な負担
❽住み替えの自由度
❾セキュリティ
❿地域コミュニティ

     ※立ち退き
    ※賃貸住宅の高齢者向けサービスの充実

 

【高齢者が部屋を貸してもらえない】
 ❶孤独死の恐れ
➋意思能力喪失の恐れ（認知症）
❸保証人が取れない

             身元保証人、緊急連絡先
❹家賃滞納が心配
❺保証会社の審査落ちの懸念
❻近隣とのトラブルが心配

   ❼設備等が高齢者用でない

   ❽失火の心配

                                             どうしたらいいの？
                          誰か教えて

「高齢者に部屋を貸しにくい」を
無くす！

❶高齢者向けの家賃債務保証制度の
普及

➋法的枠組みの整備（準備中）

❸高齢者ニーズの啓発

❹財政的支援（告知活動）

  ❺維持管理のアウトソーシング（研究）

   ❻家主と高齢者間のコミュニケーション

   ❼空き家利用の促進

   ❽地域コミュニティとの連携

❾文化教育の推進
例）高齢者は若年層より滞納者が少ない

（独自の滞納率調査実施）

❿情報提供（誤解の解消）

そこで
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高齢者・障がい者（居住者）受け入れに向けて（ガイドラインの必要性）

このガイドラインは高齢者や障害者が安全かつ快適に住むことができるよう、家主や不動
産業者への理解を深め、情報の提供、支援の連携などを目指しています。

•入居理解を得る: 高齢者が民間の賃貸住宅に入居する際のスムーズな進行を支援する

ためのガイドラインです。家主や不動産業者に、高齢者向けの賃貸住宅の特性や、配慮
すべき点、注意すべき点を理解してもらうことが重要です。例えば、安全性やアクセシビリ
ティ、高齢者の生活スタイルに適した設備等の要素を理解することが求められます。

•情報の提供: ガイドラインを通じて、家主や不動産業者に対して必要な情報を提供します

。さらに、情報を深く理解してもらうためのセミナー等も開催されるとのことです。これによ
り、より適切なサービス提供や対応が可能になると考えられます。

•家賃債務保証業者との連携: 家主や不動産業者が抱える可能性のある不安を解消する

ために、家賃債務保証業者との連携が推奨されています。これにより、もし高齢者が家賃
を支払うことが困難になった場合でも、家主の損失が補填されるため、安心して高齢者へ
の賃貸を進めることができます。

•居住支援協議会・居住支援法人との連携: 地域の支援団体や法人と連携し、高齢者や

障害者が安心して生活できる環境を作るためです。必要なサービスや支援を適切に提供
できるようにするための連携です。



新たな支援活動

地域包括ビジネス

ソーシャルビジネスの構築を目指します。これは、高齢者や障害者の住宅確保だけでなく、
生活全般をサポートするためのビジネスを考えることを指しています。居住支援法人等と連携
を図り、高齢者などの生活を支えるさまざまな住まいに関するサービスを統合的に提供する
ことで、高齢者の生活を全方位的に支えるビジネスモデルの構築を目指します。

「地域社会の暮らしやすさ」を賃貸住宅管理業者の手で実現

エリアマネージャーの役割

住宅確保要配慮者
外国人・高齢者・障
がい者・ひとり親

世帯など

協力支援地域社会
賃貸住宅管理業

者

エリアマネジメント

役割

活動

[エリアマネージャー]

賃貸住宅管理業者

体制づくり

生活者としての
“外国人”
“高齢者など”を支援

ワンストップの
体制づくり

〇居住支援協議会、居住支援法
人と連携し支援体制を作る。

〇賃貸住宅管理業界が主体的に
動くことで物件の提供が進む。

地域包括ビジネス（あんしん居住研究会案）
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エリアマネジメント➁
＜居住支援協議会・居住支援法人との連携＞

住宅確保要配慮者[高齢者など]への
支援

エリアマネジメント活動と課題

[支援事業]
  生活や暮らしに関する情報の収集

[支援対象者]
  生活者としての”高齢者、障がい者、在留外国人
など”に対する支援

[支援レベル]
 ・国行政機関レベル
 ・市町村行政機関レベル
 ・民間NPO・協会レベル
 ・コミュニケーションレベル

[直接支援及び間接支援の事業活動]
〇協力体制の構築と情報共有

• 地域の賃貸住宅管理業者、地方自治体、居住支援法人、
社会福祉団体などが協力体制を構築し、情報共有を促進
し、地域の住宅需要や賃貸市場の動向を把握します。

〇入居者へのサポート
    ・ 地域の賃貸住宅管理業者は、住宅確保要配慮者の
       入居者へサポートとして、入居から退去までのサポート 

をマニュアル化し入居者や家主に信頼を得る活動を
行います。

〇保証と保険の制度利用
• 保証会社が入居者に対して家賃債務の保証を提供し、保

       証の推進を図るため地方自治体の追加保証や退去時の
       保険制度を構築し効率的な支援制度が必要です。

〇ビジネス支援とアドバイス
・ 家賃債務保証会社とのパートナーシップを築き、柔軟な

保証提供とビジネス支援により、トラブル解決まで迅速
に対応し、安心して賃貸経営を進めます。

経
済
効
果
の
向
上

地域包括ビジネス（あんしん居住研究会案）

利
便
性
の
増
進

住宅確保要配慮者向け賃貸住宅
の供給促進に繋げる
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